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第2節　環境影響評価等

1　環境保全経費

第1節　政府の総合的な取組

　政府の予算のうち環境保全に関係する予算について、
環境省において見積り方針の調整を行って各府省に示

し、環境保全経費として取りまとめます。

第6章
各種施策の基盤、各主体の参加及び
国際協力に係る施策

2　政府の対策

（1）環境基本計画の進ちょく状況の点検

　環境基本計画の着実な実行を確保するため、中央環
境審議会では関係府省の自主的な点検結果等を踏まえ
つつ、指標を活用しながら環境基本計画に基づく施策
の進ちょく状況などを点検し、その後の政策の方向に
つき政府に報告します。平成 22 年においては、環境
基本計画の 10 の重点分野のうち、「地球温暖化問題に
対する取組」、「物質循環の確保と循環型社会の構築の
ための取組」、「化学物質の環境リスクの低減に向けた
取組」、「生物多様性の保全のための取組」、「環境保全
の人づくり・地域づくりの推進」の 5分野を重点点検
分野として第 4回点検を行います。

（2）政府の環境管理システムの強化

　関係府省は、環境基本計画を踏まえながら、オフィ
ス、会議、イベント等における物品・エネルギーの使
用といった通常の経済主体としての活動分野と、各般
の制度の立案等を含む環境に影響を与え得る政策分野
の両面において、それぞれの定める環境配慮の方針に
基づき、環境配慮を推進します。また、環境配慮の取
組をより一層充実させるため、環境配慮の実施状況の
点検及び点検結果の反映の仕組みの強化等、環境管理
システムに関する取組を充実していきます。

第2節　環境影響評価等

　戦略的環境アセスメントについては、今後、｢環境
影響評価法の一部を改正する法律案｣ の国会審議の状
況を踏まえつつ、必要な措置を講じます。
　また、法が施行されるまでの間、事業の位置・規模
等の検討段階において、戦略的環境アセスメント総合
研究会報告書（平成 19 年 3 月）を受け、事業の特性
や「戦略的環境アセスメント導入ガイドライン（SEA
ガイドライン）」等を踏まえて、引き続き、取組につ

いての検討や実施事例の積重ねを進めます。
　また、環境省においては、SEA ガイドラインの情
報提供を引き続き行うとともに、地方公共団体が地域
の環境情報を整理・提供するための手法の取りまとめ
などを行います。さらに、より上位の計画や政策の決
定に当たっての戦略的環境アセスメントに関する検討
を進めます。

1　戦略的環境アセスメントの導入
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2　環境影響評価の実施

　国は、規模が大きく環境影響の程度が著しいものと
なるおそれがある事業等について、環境影響評価法に
基づき、環境影響評価の適正な運用及び個別法等に基
づく環境保全上の配慮の徹底に努めるとともに、環境
影響評価手続が完了した後も、環境大臣意見を述べた
事業、事後調査を実施することとされている事業等に
ついて、適切にフォローアップを行います。また、環
境影響評価法に基づく方法書手続や環境保全措置につ
いての複数案の比較検討等を通じて、開発行為への環
境配慮の統合をより一層進めるとともに、基本的事項
や主務省令に基づき、事業の特性や地域の特性に応じ

た、より分かりやすい環境影響評価の実施に努めます。
さらに、住民等の理解の促進のため、方法書等の閲覧
や意見提出における IT の活用や、より分かりやすい
方法書等の作成の促進に努めます。また、環境影響評
価の信頼性の確保や評価技術の質の向上に資すること
を目的として、調査・予測等に係る技術手法の開発を
引き続き推進するとともに、調査等の手法、環境保全
措置等さまざまな情報の整備・提供・普及を進めます。
また、「環境影響評価法の一部を改正する法律案」の
国会審議の状況を踏まえつつ、必要な措置を講じます。

第3節　調査研究、監視・観測等の充実、適正な技術の振興等

（1）研究開発の総合的推進

　第 3期科学技術基本計画、分野別推進戦略及び長期
戦略指針「イノベーション 25」に基づき、持続可能
な社会の構築に資する観点及び環境と経済の統合的向

上に資する観点から、わが国の環境問題への対応及び
国際社会への貢献に資する研究開発を推進します。主
な施策例は表 6-3-1 のとおりです。
　環境分野の研究開発の推進では、総合科学技術会議
がリーダーシップを発揮しつつ、環境プロジェクトチ

1　調査研究及び監視・観測等の充実

資料：内閣府

研究領域

気候変動

水・物質循環と流域圏

生態系管理

化学物質リスク・安全管理

３R技術

バイオマス利活用

施策例

・グローバル環境計測技術の研究開発
・温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）の開発・運用
・地球環境変動観測ミッション（GCOM）衛星等の研究開発
・21世紀気候変動予測革新プログラム
・環境研究総合推進費

・全球降水観測／二周波降水レーダの開発
・自然共生型都市・流域圏、健全な水・大気環境を実現するための管理手法の開発
・海域・流域再生事業に活用できる水・物質循環モニタリング技術開発と海洋環境情報の共有・利用システム
構築
・干潟の再生技術、閉鎖性海域の水質・底質改善技術開発と海辺の包括的環境計画・管理システムの構築
・流域圏から地球規模までの様々なスケールにおける水・熱・物質循環観測研究

・陸域観測技術衛星
・環境変動に伴う海洋生物大発生の予測・制御技術の開発
・生物多様性・生態系などの変動モデル構築
・農業に有用な生物多様性の指標および評価手法の開発
・環境研究総合推進費

・化学物質リスク研究事業
・ナノ粒子の特性評価手法開発
・化学物質の最適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開発

・国際資源循環を支える適正管理ネットワークと技術システムの構築
・近未来の資源循環システムと政策・マネジメント手法の設計・評価
・効果的な３Ｒ実践のためのシステム分析・評価・設計技術
・循環型社会形成推進科学研究費補助金

・地域活性化のためのバイオマス利用技術の開発
・バイオマスエネルギー等高効率転換技術開発
・セルロース系エタノール革新的生産システム開発事業
・戦略的次世代バイオマスエネルギー利用技術開発事業
・地域バイオマス利用システム技術
・地球温暖化対策技術開発等事業

表6-3-1　研究開発の総合的推進に関する施策の例 
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第3節　調査研究、監視・観測等の充実、適正な技術の振興等

ームにおいて、分野別推進戦略に沿って積極的に実施
するほか、これまでの進ちょく状況についてフォロー
アップを実施します。
　さらに、イノベーション 25 に基づき、社会還元加
速プロジェクトのテーマの一つとして、「バイオマス
資源の総合利活用」の推進を図ります。
また、環境研究・環境技術開発の推進戦略の改定を行
い、それを効果的に推進します。

（2）環境省関連試験研究機関の整備と研究の
推進

ア　独立行政法人国立環境研究所

　第 2 期中期計画に基づき、4 つの重点研究プログラ
ムを進めるほか、基盤的調査・研究、知的研究基盤の
整備等の環境研究を推進します。また、適切な環境情
報の提供を進めます。

イ　国立水俣病総合研究センター

　国立水俣病総合研究センターでは、国の直轄研究機
関としての使命を達成するため平成 19 年度に実施し
た機関評価委員会で提言された 4つの分野について、
引き続き研究及び業務を積極的に推進します。特に、
地元医療機関との共同研究による脳磁計を活用した臨
床研究、妊婦・胎児のメチル水銀のばく露評価に関す
る研究を推進するとともに、国内外諸機関とも共同し
て大気中の水銀観測を進めます。水俣病に関する情報
収集機能をもつ水俣病情報センターについては、歴史
的資料等保有機関としての位置づけを明確にし、適切
な情報収集及び情報提供を実施します。

（3）環境保全に関する調査研究・技術開発等
の推進

　環境省に一括計上する平成 22 年度の関係行政機関
の試験研究機関の地球環境保全等に関する研究のうち、
公害の防止等に関する各府省の試験研究費では、5 府
省 18 試験研究機関等において、中長期にわたる環境
観測、地方公共団体の試験研究機関の環境研究・技術
開発ポテンシャル向上に寄与する研究、環境関連施策
に寄与する研究等、合計 48 の試験研究課題を実施し
ます。
　また、これまで「環境研究・技術開発等推進費」と
「地球環境研究総合推進費」として実施してきた両制
度を、より優良な提案を募ることを可能とするために
「環境研究総合推進費」として統合します。本施策は、
“ 政策貢献指向型の競争的研究資金 ” として特徴づけ
られ、環境保全施策の立案・推進に対し重要な科学的
知見及び技術開発を提供します。

　「環境研究総合推進費」では、平成 22 年度からは、
重点施策として、戦略プロジェクト「温暖化影響評価・
適応政策に関する総合的研究」を開始します。また、
政策ニーズの高い「低周波音による人への影響評価に
関する研究（仮称）」及び「化学物質や重金属ばく露
による健康影響のメカニズム解明に関する研究（仮称）」
を行います。
　また、地球温暖化の防止に関する研究の中で、各府
省が中長期的視点から計画的かつ着実に関係研究機関
において実施すべき研究を、「地球環境保全試験研究費」
により効果的に進めます。

（4）地球環境に関する観測・監視

　気候の観測・監視については、世界気象機関（WMO）
及び全球気候観測システム（GCOS）の枠組みに基づき、
地上及び高層における定常観測を引き続き推進すると
ともに、その推進に向けた国際的な取組に積極的に参
画します。また、WMOの全球大気監視（GAW）計
画の一環として、温室効果ガス、CFC、オゾン層、
有害紫外線等の定常観測を引き続き実施するとともに、
日本周辺海域及び北西太平洋海域における洋上大気・
海水中の二酸化炭素等の定期観測、エーロゾルライダ
ーを用いたエーロゾルの高度分布の測定を継続します。
また、黄砂に関する情報及び有害紫外線に関する情報
を引き続き発表します。
　衛星による地球環境観測については、陸域観測技術
衛星「だいち」（ALOS）の運用を継続するほか、温室
効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT）（平成 21
年 1 月打ち上げ）による観測を行い、世界の温室効果
ガスの濃度分布とその変動及び地域ごとの吸収排出量
のより正確な把握等を目指し、高次処理データの提供
を継続します。そのほかにも、降水、雲・エアロゾル、
植生等の地球環境に関する全球の多様なデータの収集
を行う衛星の研究開発やデータ提供、世界に先駆けて
地球観測機能を強化した「静止地球環境観測衛星」と
しての次期静止気象衛星ひまわりの整備等、人工衛星
による観測・監視技術の開発利用を一層推進します。
また、海洋地球研究船「みらい」等を用いた観測研究、
観測技術の研究開発を引き続き推進し、地球規模の諸
現象の解明・予測等の研究開発を推進します。さらに、
地球規模の高度海洋監視システムを構築する Argo 計
画を引き続き推進します。「地球観測システム構築推
進プラン」では、競争的研究資金制度の下、地球観測
システムの構築に貢献する研究開発事業等に効果的に
取り組んでおり、対流圏大気変化観測分野における研
究開発事業を引き続き推進します。
　第 52 次南極地域観測隊が昭和基地を中心に、海洋、
気象、電離層等の定常的な観測のほか、南極地域にお
いて、地球環境や地球システムに関する各種のプロジ
ェクト研究観測とモニタリング研究観測を実施しま
す。
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　地球温暖化対策に必要な観測を、統合的・効率的な
ものとするため、環境省と気象庁が共同で運営する「地
球観測連携拠点（温暖化分野）」の活動を通じて、関
係府省・機関間の観測の連携を推進します。また、温
暖化影響に対して脆弱な東アジアの途上国における監
視・影響評価を推進することにより、途上国の取組に
寄与し、気候変動対策に係る将来の国際的な枠組みの
構築に貢献します。
　地球環境変動予測研究については、引き続き、世界
最高水準の性能を有するスーパーコンピュータ「地球
シミュレータ」を活用した地球温暖化予測モデル開発
等を推進します。
地球温暖化の原因物質や直接的な影響を的確に把握す
る包括的な観測態勢整備のため、「地球環境保全試験
研究費」において「地球観測モニタリング支援型」の
課題を継続して実施します。全国の気象官署における
観測開始以降の観測資料の利用を促進するなど、地球
温暖化の状況等に関する調査研究を推進し、地球温暖
化予測の精度向上を図ります。また、国内の影響・リ
スク評価研究のさらなる進展のため、日本付近の詳細
な気候変化の予測精度を高めるための技術開発を引き
続き推進します。また、GPS 装置を備えた検潮所に
おいて精密型水位計による地球温暖化に伴う海面水位
上昇の監視を行い、海面水位監視情報の提供を継続し
ます。

（5）循環型社会形成推進科学研究の推進

　第 3期科学技術基本計画の政策目標「環境と調和す
る循環型社会の実現」を目的とし、総合科学技術会議
が定めた「製品のライフサイクル全般を的確に評価し
3Rに適した生産・消費システムを設計する科学技術」、
「効率的にエネルギーを得るための地域に即したバイ
オマス利用技術」、「レアメタル回収技術に関する研究」
等の戦略重点科学技術を中心として、引き続き競争的
研究資金を活用し広く課題を募集し、研究事業及び技
術開発事業を実施します。
　研究事業については、「3R 推進のための研究」、「廃
棄物系バイオマス利活用推進のための研究」、「循環型
社会構築を目指した社会科学的複合研究」、「有害廃棄
物に関する安全・安心のための廃棄物管理技術に関す
る研究」、「漂流・漂着ごみ問題解決に関する研究」を
重点テーマとするとともに特別枠として「使用済製品
等、廃棄物からのレアメタル回収技術に関する研究」
を設け、社会的・政策的必要性に応じた廃棄物処理等
に係る研究を推進します。また、地域における循環型
社会の推進を目指した、地方公共団体の行政施策と連
携した、地域の独自性・特性を活かした課題について
は、新たに「地域連携型研究枠」として研究を推進し
ていきます。技術開発事業については、「3R・エネル
ギー回収の高度化技術」、「アスベスト等、有害廃棄物
等の無害化処理等に関する技術開発」、「漂流・漂着ご

み問題解決に関する技術開発」を重点テーマとし、実
用性、経済性が見込まれる次世代を担う廃棄物処理等
に係る技術の開発を図ります。

（6）環境保全に関するその他の試験研究

　警察庁では、最適な信号制御を行いさらなる交通流
の円滑化を図るため、ムーブメント信号制御方式によ
る信号制御高度化モデル事業を実施します。
　総務省では、（独）情報通信研究機構等を通じ、電波
や光を利用した地球環境観測技術として、人工衛星か
ら地球の降水状態を観測するGPM搭載二周波降水レ
ーダ、同じく人工衛星から地球の雲の状態を観測する
雲レーダ、ライダーによる温室効果ガスの高精度観測
技術、突発的局所災害の観測及び予測のために必要な
次世代ドップラーレーダー技術、風速や大気汚染物質
等の環境情報を都市規模で詳細に計測するセンシング
ネットワーク技術、天候等に左右されずに被災状況把
握を可能とするレーダを使用した高精度地表面可視化
技術の研究開発等を引き続き実施します。さらに、情
報通信ネットワーク設備の大容量化に伴って増大する
電力需要を抑制するため、光の属性を極限まで利用す
るフォトニックネットワーク技術による低消費電力光ネ
ットワークノード技術等、極限光ネットワークシステム
技術の研究開発を引き続き推進します。
　農林水産省では、国産バイオ燃料の利用促進を図る
ため、バイオエタノールの生産コストを大幅に削減す
る技術開発を進めるとともに、農林水産分野における
温室効果ガスの排出削減技術・吸収源機能向上技術の
開発及び影響評価に基づく地球温暖化の進行に適応し
た生産安定技術の開発、eDNA（土壌より抽出した
DNA）解析により土壌の生物性を評価する技術の開発、
環境保全型農業等の農林水産関連施策を効果的に推進
するための生物多様性指標とその評価手法の開発につ
いて推進します。さらに、これらの研究開発に必要な
生物遺伝資源の収集・保存や特性評価等を推進します。
　経済産業省では、植物機能や微生物機能を活用して
工業原料や高機能タンパク質等の高付加価値物質を生
産する高度モノづくり技術の開発や微生物群の制御等
による産業廃水等の高効率バイオ処理技術の高度化を
引き続き実施します。また、バイオテクノロジーの適
切な産業利用のためのカルタヘナ法の適切な施行や、
海外の遺伝資源の円滑な利用を促進するため関係者と
の協議を行う等、事業環境の整備を引き続き実施しま
す。
　国土交通省では、地球温暖化対策にも配慮しつつ地
域の実情に見合った最適なヒートアイランド対策を検
討できるシミュレーション技術の実用化や、地球温暖
化対策に資する都市緑化等による CO2 の吸収量算定
手法の開発等を引き続き実施します。下水道技術開発
プロジェクト（SPIRIT21）においては、下水汚泥有
効利用の新技術開発を図る下水汚泥資源化・先端技術
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第3節　調査研究、監視・観測等の充実、適正な技術の振興等

誘導プロジェクト（LOTUS Project）により開発され
た技術の普及を積極的に進めます。また、次世代内航
船（スーパーエコシップ）の普及を引き続き図ります。
海運からの CO2 の排出削減に向け、船舶の計画・建
造段階で実運航時のエネルギー効率を示す評価指標
（実燃費指標）を開発することにより、エネルギー効

率の良い船舶の普及を目指します。さらに、船舶から
の大気汚染防止に関する国際規制強化の動向に対応す
るため、排出ガスに含まれる NOX 等を大幅削減する
環境にやさしい舶用エンジンの実用化に向けて、排出
ガス後処理装置（SCR 触媒）の実船試験及び燃料噴
射系の実証試験を行います。

2　技術の振興

（1）環境技術の開発支援

　地球温暖化対策技術開発等事業により、早期に実用
化が必要かつ可能な省エネルギー技術・再生可能エネ
ルギー導入技術の開発に加え、先端的技術によるグリ
ーンイノベーションを推進し、成果の社会還元を加速
するための実証研究を実施します。特に、地域の特性
を活かした再生可能エネルギー関係施設の設置に向け
た地域実証研究、次世代自動車の普及に向けた利用機
能強化に資する実証研究、既存住宅・オフィスの省エ
ネ化に資する実証研究等を重点的に推進します。経済
産業省では、省エネルギー、新エネルギー、原子力、
クリーンコールテクノロジー及び二酸化炭素回収・貯
留（CCS）の技術開発を引き続き実施します。

環境技術実証事業では、先進的な環境技術の普及に向
け、技術の実証やその結果の公表等を引き続き実施し
ます。
　また、さらなる環境測定分析の精度向上等を目指して、
引き続き地方公共団体の環境測定分析機関等を対象と
した環境測定分析統一精度管理調査を実施します。

（2）技術開発等に際しての環境配慮及び新た
な課題への対応

　「微生物によるバイオレメディエーション利用指針」
に基づき、事業者の作成した浄化事業計画が本指針に
適合しているか否かについて、事業者の求めに応じて
確認を行う等、引き続き適切な制度の運用を行います。

3　国における基盤整備等

　文部科学省においては、大学共同利用機関法人人間
文化研究機構総合地球環境学研究所が実施する人文・
社会科学から自然科学までの幅広い学問分野を総合化
する研究プロジェクトや科学研究費補助金による研究
助成など、大学等における地球環境問題に関連する幅
広い学術研究の推進や研究施設・設備の整備・充実へ

の支援を行います。また、戦略的創造研究推進事業等
により、環境に関する基礎研究を推進します。
　環境省においては、大気粉じん等の環境試料や絶滅
のおそれのある生物の細胞・遺伝子を長期保存し、環
境研究の知的基盤としていくための「環境試料タイム
カプセル化事業」を引き続き実施します。

4　地方公共団体、民間団体等における取組の促進

　「地域の産学官連携による環境技術開発基盤整備モ
デル事業」を実施し、地域で不足する情報交換体制及
びネットワークの強化を図り、地域における産学官連
携による環境技術開発の基盤整備を推進します。
地方公共団体の環境関係試験研究機関は、監視測定、
分析、調査、基礎データの収集等を広範に実施するほ

か、地域固有の環境問題等についての研究活動も活発
に推進しています。これらの地方環境関係試験研究機
関との緊密な連携を確保するため、地方公共団体環境
試験研究機関等所長会議を開催するほか、環境保全・
公害防止研究発表会を開催し、研究者間の情報交換の
促進を図ります。

5　成果の普及等

　地球環境保全等試験研究費、環境研究総合推進費、
循環型社会形成推進科学研究費補助金及び地球温暖化
対策技術開発等事業の競争的研究資金により実施され

た研究成果について、引き続き、広く行政機関、民間
企業等に紹介し、その普及を図ります。
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2　持続可能な地域づくりに対する取組

 集約型・低炭素型の都市の構築など、環境負荷の
小さいまちづくりの実現に向け、CO2 削減シミュレー
ションを通じた計画策定や事業の実施、並びに、都市
再開発における先進的な取組を支援します。また、国

民の個人資産を地域の環境保全などの社会的な事業に
活用する市民出資・市民金融の取組を促進する方策を
検討します。

第4節　環境情報の整備と提供・広報の充実

1　環境情報の体系的な整備と提供

（1）環境情報の整備と国民等への提供

　環境省ホームページをはじめとして、アクセシビリ
ティ等利便性を向上させるとともに、より一層の情報
提供内容の充実を図ります。
　さらに、「環境情報戦略」に基づき、環境情報に立
脚した環境行政の実現や利用者のニーズに応じた環境
情報の提供を一層推進していきます。
　環境の状況等を地理情報システム（GIS）を用いて
提供する「環境GIS」については、引き続き情報の充
実を図ります。
　港湾など海域における環境情報を広く共有し、有機
的な連携を図るための基盤システムである海域環境デ
ータベースの整備・運用を引き続き行います。
　生物多様性については、自然環境保全基礎調査やモ
ニタリングサイト 1000の成果等に係る情報の整備と
提供を図ります。「インターネット自然研究所」にお
いて、国立公園のライブ映像をはじめとする各種情報

の提供を引き続き行います。
　加えて、海洋の生物多様性に関する広域的なデータ
を収集整理し、「海洋自然環境情報図」を作成します。
　また、国際サンゴ礁研究・モニタリングセンターに
おいては、サンゴ礁保全に必要な情報の収集・公開等
を行います。

（2）各主体のパートナーシップの下での取組
の促進

　環境省と国連大学が共同で運営している地球環境パ
ートナーシッププラザを交流・対話の拠点として、パ
ートナーシップの促進のための情報収集・発信を行う
とともに、全国各ブロックの地方環境パートナーシッ
プオフィスにおいても地域と行政をつなぐ環境情報の
収集・提供を進めます。また、環境保全団体の経済的
な自立を推進するため、事業型環境 NPO、社会的企
業の立ち上げ支援の取組も進めていきます。

2　広報の充実

　地球環境問題から身近な環境問題までの現状と取組
について、各種媒体を通じた広報活動を行います。環
境基本法に定められた「環境の日」（6月 5 日）を中心
とした環境月間においては、国、地方公共団体、民間
団体、産業界など広く国民各層の協力の下に、環境保

全活動の普及・啓発に関する各種行事等を全国的に展
開します。また、引き続き大臣等と国民との直接の意
見交換の場を設け、環境問題について対話を実施しま
す。

第5節　地域における環境保全の推進

1　地方環境事務所における取組

　地域の行政・専門家・住民等と協働しながら、廃棄
物・リサイクル対策、地球温暖化対策、国立公園の保
護・管理、外来生物対策などに機動的できめ細かな対

応を行い、地域の実情に応じた環境施策の展開に努め
ます。



409

第
6
章　

各
種
施
策
の
基
盤
、
各
主
体
の
参
加
及
び
国
際
協
力
に
係
る
施
策

第6節　環境保健対策、公害紛争処理等及び環境犯罪対策

3　公害防止計画

　公害防止計画策定地域について、環境質の改善状況
及び施策の実施状況等を検証するとともに、引き続き、

今後の制度のあり方等について検討を行います。

第6節　環境保健対策、公害紛争処理等及び環境犯罪対策

　公害に係る健康被害については、予防のための措置
を講じ、被害者の発生を未然に防止するとともに、公
害健康被害の補償等に関する法律（昭和 48 年法律第

111 号。以下「公健法」という。）の被認定者に対し
ては、汚染者負担の原則を踏まえて迅速かつ公正な保
護及び健康の確保を図ります。

1　健康被害の救済及び予防

（1）公害健康被害補償及び予防

ア　公害健康被害の補償等に関する法律の適切な
運用

　（ア）補償給付等の実施
　被認定者に関する補償給付については、労働者の平
均賃金の動向等を踏まえて必要な給付額の改定を行う
とともに、被認定者の健康の回復等を図るため、公害
保健福祉事業を引き続き実施します。
　（イ）公害健康被害予防事業の実施
　独立行政法人環境再生保全機構において、公害健康
被害予防基金をもとに、調査研究、知識の普及及び研
修の各事業を直接行うとともに、地方公共団体等が旧
第一種地域等を対象に行う計画作成及び健康相談、健
康診査、機能訓練、施設等整備等の各事業に対し助成
金の交付を行います。
　（ウ）費用負担
　旧第一種地域に係る補償給付額（公害保健福祉事業
に係る原因者負担分を含む。）の所要額は、平成 22 年
度において約 511 億円と見込まれており、これらの費
用を賄うため、工場・事業場分については汚染負荷量
賦課金を徴収し、自動車分については自動車重量税収
見込額の一部に相当する額を引き当てます。

イ　水俣病対策の推進

　水俣病対策については、水俣病被害者の救済及び水
俣病問題の解決に関する特別措置法に基づき、関係地
方公共団体とも協力しながら取組を進めます。また、
医療事業等の円滑な実施を図っていきます。さらに、
水俣病被害者等の高齢化に対応した医療と地域福祉を
連携させた取組等を進めます。

（2）アスベスト（石綿）健康被害の救済

　石綿による健康被害については、石綿救済法に基づ
き、引き続き、被害者及びその遺族の迅速な救済を図
ります。救済給付に必要な費用については、引き続き
事業主及び各都道府県から拠出を受けます。また、中
央環境審議会環境保健部会石綿健康被害救済小委員会
において「石綿健康被害救済制度における指定疾病に
関する考え方について」及び「今後の石綿健康被害救
済制度の在り方について」（諮問）に関する審議が行
われています。今後も同小委員会の検討結果に基づき、
救済制度のさらなる充実に向けた検討を進めます。

（3）環境保健に関する調査研究

ア　環境保健施策基礎調査等

　（ア）大気汚染と呼吸器疾患に係る調査研究
　大気汚染と健康状態との関係について引き続き環境
保健サーベイランス調査を行います。
　幹線道路沿道の局地的大気汚染による健康影響につ
いて疫学的な解明を行うため、学童コホート調査、幼
児症例対照調査及び成人を対象とした疫学調査で得ら
れたデータについて、取りまとめを実施します（そら
（SORA）プロジェクト）。
　また、（独）環境再生保全機構においても、大気汚
染の影響による健康被害の予防に関する調査研究を引
き続き行っていきます。
　（イ） 新たな環境要因による健康影響に関する調査

研究
　花粉症に関する取組として、発生源対策、花粉飛散
量予測・観測、発症の原因究明、予防及び治療を関係
省庁が協力して推進します。環境省では、スギ・ヒノ
キ科花粉総飛散量予測及び花粉終息予測の公表等を引
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き続き実施します。また、花粉自動計測器の適切な維
持管理を行うとともに、花粉観測システム（愛称：は
なこさん）の改良を図り、花粉飛散情報の迅速かつ正
確な提供に努めます。
このほか、化学物質によるアレルギーや黄砂等の健康
影響に関する調査等を進めます。

イ　カドミウム環境汚染地域住民健康調査

　カドミウム汚染地域住民の保健管理等今後の環境保
健対策に資するため、神通川流域住民健康調査を引き
続き実施します。

ウ　重金属等の健康影響に関する総合研究

　水銀やカドミウムなどの重金属等の健康影響に関し
て、科学的な知見を得るために調査研究を実施します。

エ　石綿による健康被害に関する調査等

　健康リスク調査を拡充するとともに、石綿救済法に
基づく被認定者に関する医学的所見等の解析調査・還
元等事業及び諸外国の制度に関する調査等を引き続き
実施します。

2　公害紛争処理等

（1）公害紛争処理

　公害等調整委員会では、地方在住者の負担を軽減す
るために当事者双方の主張や立証を聴取する期日を現
地で積極的に開催し、迅速かつ適正に事件を処理する
ために調査を適時適切に実施し、都道府県公害審査会
等の連携を強化するなど、国民に身近で効率的な公害
紛争処理制度の活発な運用を進めます。

（2）公害苦情処理

　地方公共団体の公害苦情処理事務が適切に運営され
るよう、苦情の受付及び処理の実態を把握するための
「公害苦情調査」を行うとともに、公害苦情の処理に
当たる地方公共団体の担当者を対象とする公害苦情相
談研究会の開催等を通じて、指導などに当たります。

3　環境犯罪対策

　産業廃棄物の不法投棄等の悪質な環境破壊行為の取
締りを重点として、地域住民の協力を得て違反情報の
入手に努めるとともに、環境犯罪に対する取締りの強
化を図ります。また、関係行政機関、環境保護団体、

事業者団体などの連携を強め、広報啓発活動を積極的
に推進し、廃棄物の排出事業者などの遵法意識を高め
るとともに、広く国民の間に、環境犯罪を許さない意
識を醸成します。
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第7節　環境教育・環境学習の推進及び環境保全活動の促進

第7節　環境教育・環境学習の推進及び環境保全活動の促進

1　環境教育・環境学習の推進

　環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進
に関する法律及び同法に基づく基本方針に沿って、環
境教育をさらに充実していくとともに、「21 世紀環境
教育プラン～いつでも（Anytime）、どこでも
（Anywhere）、誰でも（Anyone）環境教育 AAAプ
ラン～」として、関係府省が連携して、家庭、学校、
地域等における生涯にわたる質の高い環境教育の機会
を提供していきます。

　さらに、より幅広い主体が連携し、体験を重視した
場や機会を広げながら、表 6-7-1 をはじめとした環境
教育・環境学習に関する各種施策を総合的に推進して
いきます。
　平成 22 年度に中国で開催される第 11 回日中韓環境
教育ワークショップ・シンポジウムの成功に向け、中
国や韓国と協力していきます。

人
材
の
育
成

場
や
機
会
の
拡
大

水俣病経験の普及
啓発セミナー

小・中・高等学校の先生、環境・教育を学ぶ学生等を中心に、NPOや環境に興味のある一般市民を対
象とする水俣病経験の普及啓発セミナーを実施。

環境保全に関する意識の啓発を図るため、環境白書の小中学生向け簡易版を作成し、環境教育教材とし
て主に教育委員会を通じて参考配布するとともに、インターネットで公開。

市民参加による酸性雨の簡易測定の普及、「大気汚染防止推進月間」における各種キャンペーン、全国
星空継続観察、音環境モデル都市事業等の大気環境保全に関する普及啓発の実施。

国有林野を国民による自主的な森林づくり活動の場として利用できる「ふれあいの森」の設定・活用を
推進。

国有林野を利用した森林環境教育の一層の推進を図るため、農山漁村における体験活動とも連携し、
フィールドの整備及び学習・体験プログラムの作成を実施。

子どもたちの継続的な森林体験活動を通じた森林環境教育の場、市民参加や林業後継者育成に資する林
業体験学習の場等の森林・施設の整備を実施。

子どもたちの地域における自主的な環境活動・環境学習を支援するため、「こどもエコクラブ」の結成、
登録の呼びかけを実施。

学校校舎における環境負荷低減のための改修等のハード整備と、これを活用した学校、地域での環境教
育事業等のソフト事業を一体的に推進するモデル事業を実施。

「自然とふれあうみどりの日の集い」（4月）や「全国自然歩道を歩こう月間」（10月）、「平成21年度
自然公園ふれあい全国大会」（8月）など、自然とふれあうさまざまな行事を全国各地で実施。

自然再生事業において、その対象地が自然環境学習の場として活用されるよう必要な協力に努める。

国有林野を学校等の体験学習の場として利用できる「遊々の森」の設定・活用を推進。

平成19年度に策定した「アジア環境人材育成ビジョン」に基づき、アジアの環境人材を育成するため、
産官学民の連携による環境人材育成の取組を促す環境人材育成コンソーシアムの設立、大学で活用でき
る教育プログラムの開発・普及事業及びアジア環境大学院ネットワーク（Pro SPER.NET）の構築の
取組を行う。

学校施設を教材として活用し、地域の環境・エネルギー教育の発信拠点とするとともに、温室効果ガス
の削減目標達成に貢献するため、関係省庁と連携し太陽光発電、木材利用、雨水利用など環境を考慮し
た学校施設（エコスクール）の整備を推進。

ESDの取組の裾野を広めるとともに、地域に根ざしたESDの取組を全国的に普及させるため、ESD
の団体登録制度を立ち上げ、コーディネーター育成の研修を試行する。
身近に存在する川などの水辺における環境学習・自然体験活動を推進するため、市民団体、教育関係者、
河川管理者等が一体となった体制の整備を行うとともに、必要に応じ、水辺に近づきやすい河岸整備等
を行っている。

大気環境保全に関す
る普及啓発事業

自然再生事業対象地
の環境学習への活用

森林・林業体験交流
促進事業

森林の多様な利用・
緑化の推進

自然とのふれあいの
推進

地域におけるESD取
組強化推進事業

「子どもの水辺」再発
見プロジェクト

学校エコ改修と環境
教育事業

アジア環境人材育成
イニシアティブ推進
事業

エコスクール
パイロット・モデル
事業

文部科学省
経済産業省
農林水産省
環境省

農林水産省
国土交通省
環境省

遊々の森

こども環境白書

環境省 継続

継続

継続

継続

継続

継続

継続

継続

継続

継続

継続

継続

継続

継続

継続

環境省

環境省

環境省

農林水産省

農林水産省

農林水産省

農林水産省

施策名 実施省 概要

ふれあいの森

こどもエコクラブ事業

環境省

環境省

環境省

環境省

植樹祭等の緑化行事の実施や企業の社会貢献活動としての森林づくりをはじめとする森林ボランティア
活動等への支援を実施。

森林づくり国民運動
推進事業 新規農林水産省

文部科学省
国土交通省
環境省

表6-7-1　環境教育・環境学習に関する施策の例
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2　環境保全活動の促進

（1）市民、事業者、民間団体による環境保全
活動の支援

　環境省では、引き続き環境カウンセラーの登録を促
進するとともに、個々の環境カウンセラーの活動を支
援することにより、環境カウンセラー制度の一層の普
及を図ります。
　（独）環境再生保全機構が所管する「地球環境基金」
において、引き続き、国内外の民間団体が国内及び開
発途上地域で行う環境保全活動への助成、セミナーの
開催、民間団体による環境保全活動を促すための事業
を行います。
　さらに、森林ボランティアをはじめ、企業、NPO
等多様な主体が行う森林づくり活動等を促進するため
の事業及び緑の募金を活用した活動を推進します。

（2）各主体間のパートナーシップの下での取
組の促進

　環境省では、事業者、市民、民間団体等のあらゆる
主体のパートナーシップによる取組の支援や交流の機
会を提供するために、「地球環境パートナーシッププ
ラザ」及び「地方環境パートナーシップオフィス」を
拠点としてパートナーシップの促進を図ります。
　また、広く NGO・企業等からの政策への提言等を
受け、すぐれた提案についてはモデル事業化するなど、
引き続き、パートナーシップによる政策の企画立案に
努めます。さらに、国際的に環境協力を行っている
NGO間の連携を強化するため、NGO連携連絡会合の
開催等の取組を行います。

3　「国連持続可能な開発のための教育の10年」の取組

　2005 年（平成 17 年）から始まった「国連持続可能
な開発のための教育の 10 年」については、2009 年（平
成 21 年）に前半の 5 年間を経過したことから、この
5 年間の進捗も踏まえ、わが国における実施計画に基

づき、多様な主体とともに、関係府省が緊密に連携し
て関連施策を推進します。また、アジアの環境リーダ
ー育成イニシアティブの展開等の国際的な協力をさま
ざまなレベルで進めます。

4　環境研修の推進

　環境調査研修所では、各研修の内容を環境行政の新
たな展開や地方公共団体等からの研修ニーズに対応さ

せ、充実を図ります。

第8節　社会経済のグリーン化の推進に向けた取組

1　経済的措置

（1）経済的助成

　都市における緑地の整備等各種の公害防止のための
事業助成を引き続き推進するほか、中小企業が円滑に
公害防止を実施できるよう、指導・相談、技術開発に
係る助成等の充実を図ります。

　税制上の措置等

　平成 22 年度税制改正において、①自動車税のグリ
ーン化及び低燃費車等（中古車）の取得に係る自動車
取得税の特例措置について、軽減対象の追加・見直し

を行った上で延長、②自動車重量税・自動車取得税に
ついて、時限的に免除・軽減する措置の対象自動車の
区分の追加、③既存住宅について一定の省エネ改修を
行った場合の固定資産税の減額措置及び認定長期優良
住宅に係る固定資産税・不動産取得税の特例措置の延
長、④産業廃棄物処理用設備等に係る特別償却制度に
ついて対象設備の見直し・延長、⑤最終処分場の維持
管理積立金制度に係る特例措置の延長、⑥公害防止用
設備及び廃棄物再生処理用設備に係る固定資産税の課
税標準の特例措置について対象設備の見直し・延長、
⑦試験研究費の額が増加した場合等の法人税額等の特
別控除（Ｒ＆Ｄ税制）の延長等を行います。
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第8節　社会経済のグリーン化の推進に向けた取組

（2）経済的インセンティブ

　環境への負荷に経済的負担を課すことを通じ、環境
負荷低減へのインセンティブを与える手法については、
地球温暖化防止のための二酸化炭素排出抑制、都市・

生活公害対策、廃棄物の抑制などの分野に応じ、その
適切な活用について検討します。
地球温暖化対策のための税については、平成 23 年度
実施に向けた成案を得るべく、さらに検討を進めます。

2　環境配慮型製品の普及等

（1）グリーン購入の推進

　グリーン購入法に基づく基本方針において、国等の
機関が特に重点的に調達を推進すべき物品等として定
めている特定調達品目及びその判断の基準については、
環境物品等の開発・普及の状況や科学的知見の充実等
に応じて適宜追加・見直しを行うこととしています。
このため、平成 22 年度も学識経験者による検討会を設
置するとともに、重点的に検討する品目ごとに分科会
を設け、品目のさらなる拡充及び基準の強化を図りま
す。
　国等の各機関では、基本方針に即して、特定調達品
目ごとの具体的な調達目標などを定めた調達方針を作
成・公表し、これに基づいて環境物品等の優先的調達
を推進するほか、年度終了後にはその調達実績の概要
を公表します。
　また、環境表示の信頼性を確保するための検討を行
い、グリーン購入のさらなる推進を図ります。

（2）環境配慮契約（グリーン契約）

　国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮し
た契約の推進に関する法律（平成 19 年法律第 56 号）
に基づく基本方針（平成 19 年 12 月 7 日閣議決定。平
成 22 年 2 月 5 日変更）では、電力調達、自動車調達、
船舶調達、ESCO（省エネルギー改修）事業、建築設
計の 5分野における契約について、具体的な環境配慮
の方法や手続について定めており、適宜追加・見直し
を行っていきます。国及び独立行政法人等は、この基
本方針にしたがって環境配慮契約に取り組む義務があ
り、機関ごとに契約の締結実績を公表することになり
ます。

（3）環境ラベリング

　購入者が、製品やサービスに関連する適切な環境情
報を入手できるよう、環境ラベリングその他の手法に
よる情報提供を進めるため、国際的な動向を踏まえな
がら、環境ラベル制度の相互認証確立に向けた調査及
び検討を行います。また、グリーン購入の取組を促進

する民間団体による情報提供の取組を促進します。さ
らに、タイプⅡ環境ラベルや民間団体が行う情報提供
の状況を引き続き整理・分析して提供するとともに、
適切な情報提供体制のあり方について検討します。

（4）ライフサイクルアセスメント（LCA）

　ライフサイクルアセスメントを活用した仕組みであ
るカーボンフットプリントについて、平成 21 年度試
行事業の結果を踏まえて、ルールの見直し等を行い、
仕組みの構築とカーボンフットプリントの普及拡大に
努めるとともに、LCA手法を導入する企業の拡大を
推進します。

（5）標準化の推進

　日本工業標準調査会（JISC）は、環境配慮製品の
市場の創出・拡大を図るため、3R・環境配慮設計・
地球温暖化対策・有害物質対策・環境汚染対策に資す
る規格の制定・改正に取り組むほか、環境関連法令や
契約等の中で環境 JISがどのように活用されているか
について調査・検討を継続して行い、環境 JIS の制定・
改正・活用の促進に役立てます。

（6）家電エコポイント・住宅版エコポイント

　地球温暖化対策の推進、経済の活性化及び地上デジ
タル放送対応テレビの普及を図ることを目的に実施し
ている家電エコポイント事業について、利用者の利便
性を考慮した申請手続の改善、対象とするテレビの省
エネ基準の強化、ＬＥＤ電球等の商品交換促進などを
行い、適用期限を延長 ( 平成 22 年末まで ) して事業を
実施します。
　また、一定の省エネ基準を満たすエコ住宅の新築、
二重サッシ化や複層ガラス化などの窓の断熱改修、外
壁や天井等の断熱材の施行といったエコリフォームに
対して、多様な商品等と交換できるエコポイントを付
与する「住宅版エコポイント」について、引き続き円
滑な事業の実施を図ります。
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3　事業活動への環境配慮の組込みの推進

（1）環境マネジメントシステム

　環境マネジメントシステムの導入を幅広い事業者に
広げていくため、さらなる普及促進に努めます。中小
規模の事業者向けに策定された環境マネジメントシス
テムである「エコアクション 21」について、平成 21
年度に行われたガイドライン改訂に関する内容の周知
を図るとともに、一層の普及促進を図ります。また、
国際標準化機構（ISO）については、環境マネジメン
トシステムの段階的適用の指針（ISO14005）の平成
22 年発行に向けて、作業を進めるとともに、同規格
の迅速な日本工業規格（JIS）化に向けて準備を進め
る予定です。

（2）環境会計

　総合的な環境会計ガイドライン等を通じて、環境会
計手法の一層の普及促進を図るとともに、発展途上に
ある環境会計の手法確立に向けて、ガイドラインの改
訂に向けた検討を進めます。また、環境管理会計の一
手法であるマテリアルフローコスト会計の国際標準化
作業を円滑に推進するために、国内における優良導入
事例の蓄積を目的とした事業者団体等によるマテリア
ルフローコスト会計導入実証事業等を支援します。加
えて、平成 23 年 3 月の ISO 国際規格発行を目指し、
わが国が議長及び幹事を務めるWGにおいて引き続
き主導的な役割を果たします。

（3）環境報告書

　環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境

に配慮した事業活動の促進に関する法律（平成 16 年
法律第 77 号）に沿って、環境報告書の作成・公表の
さらなる普及促進と事業者・国民による利用促進のた
めの施策を引き続き推進します。
　具体的には、環境報告書に関するポータルサイトの
適切な運用や、すぐれた環境報告書の表彰、普及啓発
のイベント等を通じて、質の高い環境報告書の作成・
公表を促進していくほか、環境報告書の信頼性の向上
を図るため、環境報告書の自己評価や第三者審査など
の自主的な取組の推進を図ります。

（4）効果的な公害防止の取組の促進

　平成 22 年 1 月の中央環境審議会答申を受けて、地
方自治体及び事業者における効果的な公害防止の取組
を促進するための方策等を検討、実施します。また、「大
気汚染防止法及び水質汚濁防止法の一部を改正する法
律」の施行に向けて政省令等の内容を検討します。

（5）温室効果ガスの排出量等の定量化等に関
する標準化

　引き続き温室効果ガスの排出量・削減量の定量化等
に関する国際規格（ISO14064-2～3）の日本工業規格
（JIS）化に向けた作業を進めるとともに、平成 22 年
度より、温室効果ガスの排出量・削減量の検証を行う
機関に対する要求事項を規定した国際規格（ISO14065）
についても日本工業規格（JIS）化を進めます。上記
作業はいずれも平成 22 年度内に終了し、対応する日
本工業規格（JIS）が同年度内に制定・公示される予
定です。

4　環境に配慮した投融資の促進

　個人金融資産の有効な活用という視点も踏まえ、環
境に配慮した事業活動を評価する投融資の普及促進を
図ります。そのため、以下に掲げる市場への環境配慮
の織り込みを促進するための事業を実施するほか、金
融機関も含めた事業者への情報提供や普及啓発を行っ
ていきます。

（1）市場への環境配慮の織り込み

　国民の個人資産を地域の環境保全事業等に活用する
コミュニティ・ファンドの取組を促進するため、コミ
ュニティ・ファンドが投融資する事業に対して、事業
関係者を含めて環境面等からの評価を実施し、その結
果を事業の見直しに反映させる取組を支援します。ま

た、企業の環境配慮の取組全体をスクリーニング手法
等により評価し、その評価結果に応じて金利優遇を行
う「環境格付」手法を用いた融資の取組について支援
します。
　金融機関が投融資等に当たって、環境に配慮する旨
を謳う「日本版環境金融行動原則（仮称）」について、
検討します。原則へのコミットとフォローアップを通
じ、金融機関全体としての環境に配慮した投融資等へ
の意識と取組の向上を図ります。
　さらに、環境報告書の比較可能性・信頼性の向上や
適切な環境表示の推進等により、環境情報の利用を促
進し、市場の中で環境配慮の取組が適切に考慮される
ように努めます。
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第8節　社会経済のグリーン化の推進に向けた取組

（2）環境投資の促進

　地球温暖化対策投資の推進により、企業の環境対策
の促進と経済活性化を同時に図るため、意欲的な CO2
削減を誓約した企業に対し、利子補給による支援を行
います。また、企業における環境に配慮した事業活動
及び投資活動の現状把握、環境ビジネスの振興、グリ
ーン購入など需要面からの環境投資の促進、環境配慮
型融資や社会的責任投資（SRI）等の普及促進など、

環境投資のための資金調達の円滑化の促進に引き続き
取り組みます。さらに、投資判断に資する企業の環境
情報の提供促進についても検討してまいります。

（3）「環境力」評価手法の活用

　日本企業がもつ環境力を適切に評価できる仕組みの
あり方等について、平成 21 年度に実施した調査等を
踏まえて検討を行います。

5　その他環境に配慮した事業活動の促進

　平成 20 年度より開始している、国民一人ひとりの
温暖化対策行動に経済的インセンティブを付与するエ
コ・アクション・ポイントについて、これまでの全国
型及び地域型のモデル事業の成果を活用し、経済的に

自立した民間主導のエコポイントのビジネスモデルを
確立するため、多種多様な業と接続できるポイント管
理システムへの改良、対象商品・交換商品の大幅拡充
を可能とするシステム開発等を行います。

6　社会経済の主要な分野での取組

（1）農林水産業における取組

　環境と調和のとれた農業生産活動を推進するため、
農業者が環境保全に向けて最低限取り組むべき農業環
境規範の普及・定着を引き続き推進します。さらに、
持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律
（平成 11 年法律第 110 号）に基づき、土づくりと化学
肥料・化学合成農薬の使用低減に一体的に取り組む農
業者（エコファーマー）の認定促進、エコファーマー
の技術や経験の交流を図るための全国ネットワーク化
の支援や、共同利用機械・施設等の整備に関する支援
を引き続き行います。また、森林・林業においては、
育成複層林施業等の森林整備を促進するとともに、計
画的な保安林の指定の推進及び治山事業等による機能
が低下した保安林の保全対策、多様な森林づくりのた
めの適正な維持管理に努めるほか、関係省庁の連携の
下、木材利用の促進を図ります。
　水産業においては、持続的な漁業生産等を図るため、
適地での種苗放流等による効率的な増殖の取組を支援
するとともに、漁業管理制度の的確な運用に加え、漁
業者による水産資源の自主的な管理や資源回復計画に
基づく取組を支援します。さらに、沿岸域の藻場・干
潟の造成等生育環境の改善を実施します。また、持続
的養殖生産確保法（平成 11 年法律第 51 号）に基づく
漁協等による養殖漁場の漁場改善計画の作成を推進し
ます。

（2）運輸・交通

　地方公共団体や民間事業者等が低公害車を導入する
際の補助制度、排出ガス性能や燃費性能のすぐれた環
境負荷の小さい自動車に係る自動車税のグリーン化、
自動車重量税・自動車取得税について、時限的に免除・
軽減する措置等、政府系金融機関を通じた融資制度等
を通じて低公害車のさらなる普及促進を図ります。
　また、ディーゼルエンジンの高い熱効率を維持した
まま排出ガスの低減を図ることを目的とした予混合圧
縮燃焼エンジン技術、革新的後処理システム技術の開
発を引き続き進めるとともに、次世代低公害トラッ
ク・バスについて、産学官の適切な連携により、開発・
試作したジメチルエーテル自動車や非接触給電ハイブ
リッド自動車等の実証走行試験等を実施します。
　都市鉄道新線の整備、在来幹線鉄道の活性化、次世
代型路面電車システム（LRT）の整備、駅のバリアフ
リー化、オムニバスタウン整備、ノンステップバスの
導入、鉄道・バス相互の共通 IC カードシステムの整
備等に対する支援等を通じて環境負荷の小さい公共交
通機関の利用促進を図ります。
　さらに、マイカーから公共交通機関への利用転換を
推進するエコ通勤優良事業所認証制度の拡充を図ると
ともに、地域公共交通活性化・再生総合事業の枠組み
を活用しながら、通勤交通グリーン化を推進します。
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第9節　国際的取組に係る施策

1　地球環境保全等に関する国際協力等の推進

（1）地球環境保全等に関する国際的な連携の
確保

ア　多国間の枠組みによる連携

　（ア）国連を通じた取組
　① ヨハネスブルグ・サミット後の持続可能な開発に

向けた取組
　ヨハネスブルグ・サミットにおいて採択された「実
施計画」が着実に実施され、持続可能な開発に向けた
全世界的な取組が強化されるよう国連持続可能な開発
委員会（CSD）等を通じて、最大限貢献していきます。
　②国連環境計画（UNEP）における活動
　環境基金への財政的な支援を引き続き行うとともに、
管理理事会で決定された重点分野のさらなる推進のた
め、日本の環境分野での多くの経験と豊富な知見を生
かし、今後とも積極的に貢献します。また、UNEP
親善大使を通じて草の根環境保全活動を推進します。
　UNEP 国際環境技術センター（IETC）が実施する
開発途上国等への環境上適正な技術（EST）の移転に
関する支援及び環境保全技術に関する情報の収集・整
備及び発信への協力等を継続するとともに、関係府県
市等と協力して、同センターの円滑な業務の遂行を引
き続き支援します。
　また、UNEP アジア太平洋地域事務所（ROAP）が
実施する、アジア太平洋地域における持続可能な開発
のためのショーケースプロジェクトを支援します。
　③国連アジア太平洋経済社会委員会（ESCAP）
　平成 22 年 9 月末に開催予定のMCED6 に向けて、
アジア太平洋地域における環境と開発に関する日本の
経験と知見を生かし、積極的に貢献します。
　（イ）世界気象機関（WMO）における取組
　WMOが実施する地球環境保全のための取組につい
て、アジア太平洋地域をはじめとする各国の気象機関
等と協力して推進します。
　（ウ） 経済協力開発機構（OECD）における取り組

み
　平成 22 年 1 月に就任した環境政策委員会の議長や、
同委員会の下でのわが国に対する 3度目の環境保全成
果レビュー等の着実な実施を通じ、今後とも OECD
の環境分野における活動に積極的に参画・貢献します。
　（エ）世界貿易機関（WTO）等における取組
　自由貿易の推進と環境保全の両立を図っていくよう、
WTO における議論に積極的に参加します。また
WTOにおける多国間の貿易自由化に加え、最近取組

が進んでいる二国間の経済連携協定等の推進に当たっ
ても、貿易をはじめとする国際経済活動と環境保全と
の相互支持性を向上させるための具体的取組をさらに
進めます。
　（オ）アジア太平洋地域における取組
　平成20年に開催された第1回東アジア首脳会議（EAS）
環境大臣会合の結果を受けて、東アジアにおける「環
境的に持続可能な都市」の実現に向けた協力を積極的
に進めるとともに、第 2 回 EAS 環境大臣会合及び第
9 回 ASEAN ＋ 3（日中韓）環境大臣会合の成功に向
けて、引き続きアジア地域の環境協力において主導的
役割を果たします。また、環境と共生しつつ経済発展
を図り、持続可能な社会の構築を目指すクリーンアジ
ア・イニシアティブを引き続き推進していきます。
　平成 22 年度に第 12 回を迎える日中韓三カ国環境大
臣会合（TEMM）は、わが国で開催されることが予
定されており、わが国のリーダーシップによって、三
カ国共同行動計画の策定等、会合の成功に貢献してい
きます。また、北東アジア準地域環境協力プログラム
（NEASPEC）等への積極的な参加を通じ、北東アジ
ア地域、さらには地球規模の環境保全に関する政策対
話の強化に努めます。
　地球温暖化アジア太平洋地域セミナーを今後とも開
催するとともに、東アジア酸性雨モニタリングネット
ワーク（EANET）を推進します。
　黄砂については、中国、韓国、モンゴル等の関係各
国や国際機関との連携を強化しつつ、国際的なプロジ
ェクト等を推進していきます。
　アジア水環境パートナーシップ（WEPA）事業を
推進するため、関係各国と連携し、水環境ガバナンス
向上に向けた人材育成、ネットワークの拡充を行いま
す。また、その過程で得られた有益な情報等を収集・
整理し、WEPAデータベースを充実させます。
　アジア諸国における石綿対策技術支援については、
過去の 3年間の実績を踏まえ、石綿対策のプライオリ
ティの高い国を対象として、大気環境中の石綿濃度の
実態把握の第一段階である石綿の発生源情報の把握及
び整理について協力を行います。
　一方、石綿対策のプライオリティの低い国に対して
は、石綿に関する基礎的な研修を行います。
　アジアEST地域フォーラムの枠組みを通じて、今後
ともほかの参加国と協働しながら、国際連合地域開発
センター（UNCRD）とともに、アジア地域における環
境にやさしい交通の実現を目指す取組を進めます。
　日本モデル環境対策技術等の国際展開については、
中国・ベトナム・インドネシアの状況に応じた日本の
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第9節　国際的取組に係る施策

技術の普及・展開方策の具体化を進めるとともに、関
連する各国との協力事業を引き続き推進します。
　東アジア地域の非意図的生成残留性有機汚染物質
（POPs）削減に関するワークショップを今後とも開
催し、わが国に係るダイオキシン類対策に係る経験の
発信等を通じて、国際協力の推進を図ります。
　（カ）世界的な問題解決に向けた国際連携の強化
　国連水と衛生に関する諮問委員会等、水に関する国
際会議へ積極的に参加し、日本の経験や知恵、すぐれ
た技術の情報発信などにより、世界的な水問題の解決
に向けて貢献します。
　また、日本国政府が作成に協力したUNESCO の「河
川流域における総合水資源管理（IWRM）ガイドライ
ン」を活用しつつ、UNESCO やアジア河川流域ネッ
トワーク（NARBO）と連携して、環境も含めた総合
水資源管理の促進に貢献します。
　また、下水道システムの海外展開における技術支援
や、国内外の関係者をつなぐ国際的なプラットフォー
ムとして設立された「下水道グローバルセンター」や、
基礎的な衛生施設、浄化槽等のオンサイトの汚水処理
や都市の汚水・雨水対策としての下水道の整備まで幅
広いサニテーションを視野に入れアジア太平洋地域の
ナレッジ・ハブとして設立された「日本サニテーショ
ンコンソーシアム」を中心として、わが国のすぐれた
下水道技術や、浄化槽等のオンサイト処理システムに
関する技術の海外展開により、世界の水と衛生問題の
解決に向けた取組を推進します。
　国際熱帯木材機関（ITTO）に関しては、平成 22 年
12 月に横浜市で開催予定である第 46 回理事会に積極
的に参加し、熱帯木材の貿易と有効利用、熱帯林の持
続可能な経営等に関する議論及び国際協力の推進に貢
献します。また、ITTOへの拠出を通じ、熱帯林の持
続可能な経営及び違法伐採対策等を推進するための支
援を行います。

イ　二国間の枠組みによる連携

　米国、ロシア、中国、韓国等との環境保護協力協定

に基づく協力、米国、ドイツ等との科学技術協力協定
に基づく共同研究・調査等、モンゴル、インド等との
環境政策対話を進めます。
　特に中国においては、引き続き、環境汚染対策分野
における協力を推進します。

ウ　国際的な連携の確保に資する海外広報の推進

　国際的に要望の高い行政資料の英語版、目的に応じ
た海外広報用資料などの作成・配布やインターネット
を通じ、環境問題に対する取組につき積極的に海外広
報を行います。

（2）開発途上地域の環境の保全

　温暖化対策、酸性雨対策、オゾン層保護対策、砂漠
化対策、国際河川流域環境管理、生物多様性保全、化
学物質管理など、地球規模及び広域的問題の解決に対
して、積極的に貢献します。その際、二国間協力と多
国間協力の連携を強化し、プロジェクト形成機能の強
化を図ります。
　日本の経験や技術をいかしつつ、コベネフィット・
アプローチによる協力を進めるなど、途上国の環境分
野における主体的な取組強化と対処能力向上を促し、
持続可能な開発を支援します。
　また、世界銀行、UNDP、UNEP などの国際機関を
通じた協力やほかのドナー国との連携を進めます。

（3）国際協力の円滑な実施のための国内基盤
の整備

　地球環境保全などに関する国際的な連携に資するた
め、東アジアを中心とした諸外国の環境の状況や国際
機関の環境保全戦略に関する情報収集に努めるととも
に、国民の理解と支持を得るため、環境省ホームペー
ジを活用した広報等を積極的に行います。

2　調査研究、監視・観測等に係る国際的な連携の確保等

（1）戦略的な地球環境の調査研究・モニタリ
ングの推進

　「全球地球観測システム（GEOSS）10 年実施計画」
に基づき、地球観測に関する政府間会合（GEO）の専
門委員会である構造及びデータ委員会の共同議長国と
して、GEOSS構築に向けた取組に積極的に貢献します。
また、「地球観測の推進戦略」に基づき、関係府省の
連携の下、実施方針を策定し、地球観測を行います。
　「統合地球観測戦略（IGOS）パートナーシップ」に

おいて、8つのテーマ（海洋、大気化学、炭素循環、
水循環、陸域災害、沿岸／サンゴ礁、雪氷圏、陸域）
の下、全球海洋観測及び全球水循環観測等が実施段階
となっており、熱帯降雨観測衛星（TRMM）及び米国
地球観測衛星（Aqua）の改良型高性能マイクロ波放
射計（AMSR-E）等による観測データを活用し、積極
的に国際的な観測・監視計画に貢献します。なお、
IGOS は第 4回地球観測サミット（2007 年 11 月）にお
いて承認され、GEOSSに統合することとされています。
　地球環境の監視・観測については、GAW計画を含
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むWMOの各種計画、WMO／ユネスコ政府間海洋学
委員会（IOC）合同海洋・海上気象専門委員会（JCOMM）
の活動、全球気候観測システム（GCOS）、全球海洋
観測システム（GOOS）等の国際的な計画に参加・連
携して実施します。
　温室効果ガスなどの観測・監視に関し、WMO温室
効果ガス世界資料センターとして全世界の温室効果ガ
スのデータ収集・管理・提供業務を、WMO品質保証
科学センターとしてアジア・南西太平洋地域における
観測データの品質向上に関する業務を、さらにWMO
全球大気監視較正センターとしてメタン等の観測基準
（準器）の維持を図る業務を引き続き実施します。さ
らに、黄砂に関する情報及び有害紫外線に関する情報
の発表を継続します。
　気象の観測・監視に関し、WMOや GCOS 等が推
進する気候変動の監視等のための総合的な観測システ
ムの運用・構築に積極的に参加するほか、世界各国か
らの地上気候観測データの入電数状況や品質を監視す
る GCOS 地上観測網監視センター（GSNMC）業務や
アジア地域の気候観測データの改善を図るための
WMO関連の業務を各国気象局と連携して推進します。
また、アジア太平洋気候センターを通じて、アジア太
平洋地域各国の気象機関に対し基盤的な気候情報を引
き続き提供するとともに、気候情報提供の改善や域内
各国の人材育成への協力などを通じて、域内各国の気
候情報業務の改善に協力していきます。
　さらに、VLBI（超長基線電波干渉法）や GPS を用
いた国際観測に参画するとともに、験潮・絶対重力観
測等と組み合わせて地球規模の地殻変動等の観測・研

究を行います。
　化学物質についても、東アジア地域における残留性
有機汚染物質（POPs）の汚染実態の把握を目的とし
たモニタリングを、引き続き主導的役割を果たしつつ
強力に推進します。

（2）国際的な各主体間のネットワーキングの
充実、強化

　アジア太平洋地球変動研究ネットワーク（APN）
においては、2010 年 3 月に策定された第 3 次戦略計
画に基づいて、神戸市内のAPNセンターを中核として、
地域内の研究活動等の支援を積極的に行います。特に、
日本がヨハネスブルグ・サミットにおけるパートナー
シップ・イニシアティブの一つとして提唱した「持続
可能な開発に向けた開発途上国の研究能力開発・向上
プログラム（CAPaBLE）」を着実に推進します。
　地球地図プロジェクトを主導し、各国と協力して、
地球環境の現状を表す地球地図の提供を進めます。ま
た、国際連合アジア太平洋地域地図会議の決議に基づ
き、アジア太平洋地域の各国と協力しつつ、引き続き
基盤的地理空間情報の整備等を推進していきます。
　また、引き続き東アジアをリアルタイムでカバーで
きる温暖化影響観測ネットワーク網の構築により東ア
ジアの環境影響評価を行うとともに、気候変動影響に
対して脆弱なアジア太平洋地域における気候変動への
適応について関係機関の能力強化を図るアジア太平洋
気候変動適応ネットワークを支援します。

3　国際協力の実施等に当たっての環境配慮

　ODA及びその他公的資金においては、平成 22 年 4
月 1 日に旧 JICAと旧 JBICの環境社会配慮ガイドラ
インを一本化した新ガイドラインが策定され平成 22

年 7 月 1 日から、同ガイドラインによる事業を開始し
ます。

4　地方公共団体や民間団体による活動の推進

　開発途上国の自立的取組の促進のため、地方公共団
体、民間団体、事業者などの役割を踏まえた多元的パ
ートナーシップを形成しつつ、厚みのあるきめの細か
い協力を推進します。

（1）地方公共団体の活動

　環境分野において豊富な経験と人材を有し、また独
自に国際環境協力を実施している地方公共団体との連
携を一層推進します。また、地方公共団体等が国際協

力機構と連携して行う草の根技術協力事業の活用を進
めます。

（2）民間の活動

　外務省の草の根・人間の安全保障無償資金協力、日
本 NGO 連携無償資金協力、NGO 事業補助金、JICA
の草の根技術協力等の既存の支援策を引き続き活用す
るとともに、支援策の拡充・強化を図ります。


